
注１


１、９、17、26、28、30、32、34及び36の欄は、無線局事項書に記載した当該無線局の

識別信号又は名称（免許の申請等の場合は、希望する識別信号又は名称）を記載し、携帯

移動地球局又は設備規則第54条の３第１項若しくは第２項においてその無線設備の条件が

定められている地球局について第15条の２の２第２項（同条第３項、第16条の２第６項及

び第25条第７項において準用する場合を含む。以下この別表において同じ。）の規定により

一括して記載する場合は、その局数を記載すること。


注１


※印を付けた欄は、記載しないこと。

［削る］ ２

１、24、26、28、30、32及び34の欄は、当該無線局の識別信号又は名称を記載すること。

２

［略］ ３


［同左］

３

２の欄は、一の無線局において２以上の送信装置又は受信装置を有する場合に限り、当
該装置ごとに個別の番号を付けること。この場合、送信機、受信機、送受信空中線等の関


連付けができるように原則


装置ごとに記載すること。なお、複数の設備を一括して申請す
る場合等においては、


工事設計の内容が同一である部分に「第１装置と同じ」のように記

載することができる。また、当該装置が予備送信装置である場合に限り、予備送信装置の
欄のにレ印を付け、番号


の欄に該当する現用装置の番号を記載すること。

４

２の欄は、一の無線局において２以上の送信装置又は受信装置を有する場合に限り、当
該装置ごとに個別の番号を付けること。この場合、送信機、受信機、送受信空中線等の関


連付けができるように原則、


装置ごとに記載すること。なお、複数の設備を一括して申請
する場合等においては


工事設計の内容が同一である部分に「第１装置と同じ」のように記

載することができる。また、当該装置が予備送信装置である場合に限り、予備送信装置の
欄のにレ印を付け、現用装置の番号


の欄に該当する現用装置の番号を記載すること。

４

３の欄は、無線局種別等コード表


により該当するコードを記載すること。 ５


３の欄は、コード表


により該当するコードを記載すること。

５

４の欄は、次によること。 ６


［同左］

［ 略］ ［ 同左］
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